
様式第１号（第７条関係） 

  年  月  日  

光市長  様 

 

                       所 在 地  

                       団 体 名  

                       代 表 者  

                       担 当 者  

                       電話番号  

 

ひかり消費喚起補助金交付申請書 

 

 ひかり消費喚起補助金の交付を受けたいので、ひかり消費喚起補助金交付要綱第７条の規

定により、下記のとおり申請します。 

記 

１ 補助対象事業の計画（今年度  回目） 

  別紙「事業計画書」のとおり 

 

２ 交付申請額 

  金            円 

 

３ 補助対象事業完了（予定）期日 

     年  月  日 

 

４ 確認事項 

□ ひかり消費喚起補助金交付要綱の内容を理解した 

□ 団体の構成員の半数以上は、市内に事業所を有する中小企業者等である 

□ 団体名義の銀行口座を有している 

□ 次の者を含まない団体である 

 ・国及び法人税法別表第１に規定する公共法人 

・宗教活動又は政治活動を主たる目的とする者 

・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項又は同条第１３

項第２号に規定する営業を営む者 

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団

又は同条第６号に規定する暴力団員と関係を有する者 

 ・その他、公序良俗に反する事業を営む者 

 

＜添付書類＞ 

１ 団体の構成が確認できる書類（構成員一覧、規約等） 

２ 団体名義の通帳の写し 

 ３ その他市長が必要と認める書類 

 

 


